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令和７年度地域福祉支援計画専門分科会 議事録 

 

日  時：令和８年２月１２日(木) 15：30～17:10 

開催方法：会場+オンラインのハイブリット開催 

 

次 第 発言者 発    言    要    旨 

開会 道地域福祉課 

福地課長補佐 

ただいまから「北海道社会福祉審議会地域福祉支援計画専門分科会」を開催

いたします。本日の進行を務めさせていただきます、北海道庁地域福祉課課長

補佐の福地と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは開会にあたりまして、地域福祉課長の鹿野からご挨拶を申し上げま

す。 

１ 開会挨拶 道地域福祉課 

鹿野課長 

北海道保健福祉部福祉局地域福祉課の鹿野でございます。 

本日は皆様お忙しい中、会議にご出席をいただきましてありがとうございま

す。 

また、日頃より北海道の地域福祉の推進に多大なご理解とご協力を賜ってお

りますことを重ねてお礼を申し上げたいと思います。 

本日の分科会は、皆様もご承知いただいておりますとおり、令和６年度から

始まっております第２期計画の２年目ということで、計画の推進目標等につき

まして、本日は報告をさせていただきたいと思っております。 

委員の皆様が地域の様々な場面でご活躍されていることなどを反映させてい

ただき、忌憚ないご意見を頂戴できればと思っておりますので、本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。 

 （資料確認） 道地域福祉課 

福地課長補佐 

それではまず、委員の皆様の出席状況についてご報告させていただきます。 

北星学園大学学長の中村和彦委員と社会福祉法人北海道社会福祉協議会副会

長の高江智和理委員、並びに社会福祉法人ゆうゆう理事長の大原祐介委員の３

名が都合により欠席となっておりますが、委員総数１０名のうち７名の出席が

ありますので、運営要領第４の４に定める定足数を満たし、本分科会は成立し

ていることをご報告いたします。 

本日の議事につきましては、資料表紙の次第にございますとおり、（１）と

いたしまして、令和５年度に策定をいたしました道の第２期地域福祉支援計画

の概要とともに、（２）といたしまして、数値目標を掲げる計５つの項目の推

進状況についてご説明をした後、（３）では、それぞれの推進状況を数値化し

た達成率を一覧的にご報告させていただきます。 

委員の皆様方におかれましては、それぞれのお立場からお気づきの点やご意

見ご要望などお願いいたします。 

なお、資料につきましては、本体資料が計１３ページと、右上に別紙と記し

た別紙資料が計５ページとなっております。皆様、不足等はありませんでしょ

うか。 

それでは、この後の議事は、分科会長に進行をお任せしたいと思います。 

橋本先生、よろしくお願いいたします。 

 進行 

橋本分科会長 

それでは、ここからは私が進行させていただきます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

本日の議事は、令和５年度に本分科会での議論を経て策定した道の第２期地

域福祉支援計画について、特に重要な取組みとして、数値目標を掲げた５項目

の現時点における推進状況を確認するものと承知しております。 

議事は（１）から（３）まで３つに区分されていますが、いずれも数値目標

に関する事項となりますので、一つ一つ区切らず、一体的に事務局から説明し

ていただきたいと思います。 

それでは、事務局からお願いいたします。 

２（１） 道地域福祉課 

福地課長補佐 

改めまして、北海道庁地域福祉課の福地と申します。次第の２「議事」につ

きまして、私の方から資料に沿って説明をさせていただきます。 

本日の分科会の主な議事につきましては、第２期計画に掲げる数値目標の推
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進状況となりますので、ご承知おきください。 

それでは、資料の２ページ目をご覧ください。第２期北海道地域福祉支援計

画について、計画期間は第１期計画と同様に６年間としており、今年度が開始

２年度目で、令和１１年度が最終年度となっております。 

次に、施策の体系と数値目標につきまして、国のガイドラインを踏まえ、ご

覧のとおり、施策の柱を５つに再構成した上で、資料の右に記載する目標を設

定いたしましたが、設定にあたっては、「地域福祉の推進に関する主な取組」

であって、「目標設定の考え方を明らかにできるもの」という考え方のもとに

設定をしたところでございます。 

順に説明をさせていただきますと、はじめに、①市町村の体制づくりに対応

する数値目標は、「市町村における地域福祉計画の策定率向上」ということ

で、社会福祉法第１０７条で策定が努力義務とされております。この市町村地

域福祉計画が最終年度までに全市町村で策定されることを目標としておりま

す。 

次に、②になります。「福祉共通の仕組みづくり」に対応する数値目標は、

「市町村における包括的な支援体制の整備」を推進するということで、こちら

も①の計画と同様、社会福祉法第１０６条の３に努力義務の規定が設けられて

いることを踏まえて、全市町村で整備されることを目標としております。どの

ような状態を持って体制が「整備された」と判断するかということにつきまし

ては、この後、改めてご説明いたします。 

次に、③の「地域福祉を支える人づくり」に対応する数値目標は、「地域へ

の支援を行う職種の配置推進」でございます。こちらは個人への支援のみなら

ず、地域への支援も行う、コミュニティソーシャルワーカーに代表される職種

が、全市町村に配置されることを目指すものでございます。 

次に、④の「支え合いの基盤づくり」に対応する数値目標は、「民生委員・

児童委員の継続的な担い手確保」でございまして、今年度、令和７年１２月１

日に民生委員・児童委員は一斉に改選されましたが、市町村ごとに定められて

いる定数が欠けることなく充足されるよう、適任者の円滑な確保を図っていく

ものとなっております。 

最後に、⑤の「暮らしやすい地域づくり」に対応する数値目標は、「心のバ

リアフリーの理解と普及の推進」ということで、障がいの特性などについて、

地域住民が相互に理解を深め合う「心のバリアフリー」の考え方を広く道民の

皆様に浸透させるという意味で、認知度８０％を目指そうとするものとなって

おります。 

以上が計画の概要と数値目標となっております。 

本日はこの後、項目の一つ一つについて、その現状や基本的な推進方法、進

捗状況、課題を踏まえた、今後の対応方針について順次説明をさせていただき

ます。 

２（２）  資料の３ページをご覧ください。まず数値目標の一つ目、市町村による地域

福祉計画の策定率についてご説明いたします。 

「概要」については、先ほどご説明したとおりですので省略させていただき

ますが、２段目の計画策定時点の「現状」については、資料記載のとおり、全

国では８０％を超える市町村でこの計画が策定済みとなっている中、道内市町

村の策定状況は６０％台となっているところです。 

このことを踏まえ、道としてどのように対応していくのかというのが「進め

方」の部分であり、計画策定以降、具体的に行った取組として、広く全ての市

町村においてこの計画が策定されるよう、振興局単位での説明会の開催などを

行ってまいりました。 

計画を策定されていない市町村の多くが「人材やノウハウの不足」を主な理

由として挙げていたという状況から、説明会で用いた資料につきましては、こ

の計画の趣旨目的をはじめ、担当課の定め方や掲載項目の構成方法、スケジュ
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ールといったことも含めた計画の全容が体系的にご理解いただけるような工夫

を講じているところです。 

また、未策定の市町村のみならず、既に策定済みの市町村にも、次回の見直

しの際には、より適切な内容が盛り込まれるよう働きかけを行うこととしてお

ります。 

こうした働きかけによる成果が直ちに表れるものではありませんが、現時点

の「進捗状況」については、資料の４ページ目に記載をしております。 

進捗状況を比較する時点については、円グラフの中央部分に記載の、令和４

年と令和７年となります。左側のグラフのとおり、計画策定済みと策定予定を

合わせた割合については、令和４年時点の６９．３％に対し、現時点では７

２．１％となっており、２．８％ほど増加していることが確認されました。 

進捗状況から確認できる課題と今後の対応については、策定率が向上したと

はいえ、その上がり幅は２．８％程度にとどまっていることを踏まえ、先ほど

ご説明をしましたとおり、令和６年度以降、振興局単位で各市町村を対象に計

画策定と適切な見直しに向けた説明会の開催などをしているところでございま

す。 

別紙１の資料をご覧ください。こちらは、現時点における計画の策定状況に

ついて、振興局ごとの割合を並べたものとなります。道内の平均は７割程度で

すが、ご覧のように、予定を含めた策定率が５割台にとどまっている振興局が

計４か所あるなど、地域差が大きくなっている状況です。 

今後の支援につきましては、こういった結果などをベースといたしまして、

策定率が低調な管内の市町村を、地域の実情に応じて支援していく必要がある

と考えております。 

資料本体に戻りまして５ページ目をご覧ください。数値目標の２つ目「包括

的な支援体制の整備」につきまして、高齢者や障がい者といった属性や年代を

問わず、制度の狭間にあるニーズを抱える方など、どのような相談者の方であ

っても適切な支援に結びつけられるよう、包括的な支援体制を構築するもので

あり、その一つの手段と位置づけられておりますのが、令和３年度に創設され

ました重層的支援体制整備事業です。 

この体制が整備されている市町村は、道の計画策定時点では３割弱となって

おりましたが、どのような状況を持って包括的な支援体制が「整備済み」と捉

えているのかという考え方をご説明させていただきます。 

別紙２をご覧ください。全国的に統一的なルールが定められているものでは

ありませんが、国の考え方や他県の例などから、この資料に記載のＡ又はＢの

いずれかに該当していれば、「整備済み」と捉えて良いのではないかと考えて

おります。 

具体的にＡは、社会福祉法第１０６条の３に定める必要な各種の取組を行っ

ており、かつ、その内容を自らの地域福祉計画に記載していることを要件とす

るものです。そしてＢは、重層的支援体制整備事業を実施することを要件とす

るもので、広く道内の市町村が、これらＡかＢのいずれか、あるいは両方に該

当するよう支援していくことが都道府県の責務とされております。 

資料本体に戻りまして、５ページをご覧ください。進め方の部分ですが、こ

うした体制整備を推進していくための具体的な取組として、まず、道といたし

ましては、重層的支援体制整備事業が創設された令和３年度から、制度の理解

促進や先行事例の情報共有などを目的とした意見交換会や人材養成研修、専門

家派遣といった市町村支援を一体的に行う「後方支援事業」という側面支援の

取組を継続的に実施しているところです。 

続きまして６ページ目、ただいま申し上げた体制整備の進捗状況について、

計画策定時点の令和４年度では整備済み市町村の割合が２４％だったものが、

令和７年度では１６．２％増加して４０．２％となっております。 

今後の対応につきましては、増加割合は大きいものの、現時点で４割台とな
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っていることから、「全市町村」という目標の達成のため、国や道の交付金を

活用することで、市町村の財政面も支援できる重層的支援体制整備事業の実施

を含めた「包括的な支援体制の整備」に向け、より実践的な会議や研修等を実

施してまいりたいと考えております。 

なお、重層的支援体制整備事業に関するデータ等につきましては、別紙３を

ご覧ください。こちらの資料の左側は、先ほどご説明いたしました道の「後方

支援事業」の概要で、右側が、重層事業の実施率に関するグラフとなっており

ます。 

上の青い折れ線が全国の状況、下の赤い線が本道の状況になっており、令和

３年度の重層事業の創設以降、道内でも徐々にではありますが実施率が上昇し

ていることがお分かりいただけるかと思います。 

また、別紙４については、振興局ごとの実施状況をグラフ化しており、折れ

線グラフの方が包括的な支援体制の整備率となっており、こちらは振興局間で

の地域差が大きいということが一目瞭然となっており、棒グラフの方が地域福

祉計画の策定率となっておりますが、二つのグラフを重ねると「包括的な支援

体制が整備されている市町村が多い管内は、計画策定率が高い」という相関関

係が見てとれるかと思います。 

こうした傾向を踏まえ、計画策定と包括的な支援体制の整備の双方を一体的

に推進していくことが効果的であることから、地域ごとの実情に応じた働きか

けを継続的に行っていくことが必要であると考えております。 

続いて資料の７ページ目をご覧ください。数値目標の３つ目「コミュニティ

ソーシャルワーカーの配置率」についてです。 

「個人への支援」と「地域への支援」の双方を担うこの職種につきまして

は、個々の住民が抱える課題を解決するだけではなく、地域福祉の推進にも資

するものとなりますことから、重要な取組として数値目標の一つに掲げており

ます。現状、道内では８７．２％の市町村に少なくとも１人はこうした職種の

方が配置されている状況です。 

コミュニティソーシャルワーカーになる資格要件というものはありません

が、全国的には社会福祉協議会をはじめとする関係機関に所属する社会福祉士

や保健師といった専門職がこの職種を担っていることが多い傾向にあります。

道内では、平成２７年度から北海道社会福祉協議会が実施主体となって、「コ

ミュニティソーシャルワーク実践者養成研修」を毎年開催しており、道といた

しましては、この研修の開催に要する費用を助成するとともに、市町村に対

し、本研修の参加を呼びかけるなど、配置率１００％に向けた取り組みを行っ

ていくこととしております。 

次に、８ページ目をご覧ください。コミュニティソーシャルワーカーの配置

率の進捗状況について、令和４年度時点の配置率は８６．０％となっておりま

したが、そこから１．２％増加し、令和７年度の配置率は８７．２％になって

おります。現時点で９割に迫る割合となっておりますので、今後につきまして

は、道社協による研修の継続的な開催と積極的な参画に向けた働きかけを行う

ほか、市町村をはじめとする地域の皆様に、これまで以上に広くコミュニティ

ソーシャルワーカーの役割や活用方法を知っていただくことが重要と考えてお

ります。 

実際の一例として、先ほどご説明をいたしました重層的支援体制整備事業で

は、福祉分野の各課をはじめとする関係部署の横のつながりを確保して、情報

の共有や支援の連携を高めていくための調整役を置くことが必要になります。

ある自治体では、こうした役割を担う職種として、コミュニティソーシャルワ

ーカーを配置し、連携調整のまとめ役となるだけではなく、アウトリーチによ

る住民支援も行うなど、まさに「個人への支援」と「地域への支援」の双方を

担うポジションとして活躍をされております。 

次に資料の９ページ目をご覧ください。数値目標の４つ目になります「民生
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委員・児童委員の担い手確保」についてです。民生委員制度につきましては、

皆様のご承知のところと存じますので、趣旨や役割等については説明を割愛さ

せていただきますが、定数や充足率といった点について補足的にご説明いたし

ます。 

民生委員の任期は３年となっており、３年ごとに一斉改選され、全ての委員

を新たに委嘱することとなります。定数につきましては、人口規模、世帯数に

応じた国の配置基準を参酌して、基本的にその範囲内でそれぞれの市町村長の

意見を聞き、道の条例で市町村ごとの定数を定めることとなっております。そ

して、条例で定められた定数に沿って、各市町村において候補者を推薦する取

組を行い、定数と同じ数の担い手が確保できれば充足率１００％となり、定数

より少ない数の確保にとどまれば充足率１００％を下回ることとなります。 

民生委員の充足率は、北海道も含め全国的に長年、９０％台で推移してきま

した。しかし、高齢化や定年年齢の延長など、様々な要因によってその充足率

は低下しつつあることから、担い手確保は喫緊の課題と言われております。 

道内の充足率は、令和４年度末で９４．５％となっており平均的な値でした

が、令和７年１２月１日の一斉改選時点では、指定都市及び中核市を除く、充

足率が９０．９％となっております。表をご覧のとおり、町村部より市部の方

が、充足率が低いといった傾向が見てとれます。また、振興局ごとに見ても、

留萌振興局の８５．１％から上川総合振興局管内９７．７％まで幅があり、地

域差が大きいという特性も確認できます。 

こうした全国的な動向や地域的な特性を踏まえながら、進め方の部分になり

ますが、民生委員制度の仕組みや委員の役割に関する広報周知のほか、民生委

員定数の適正化や適格要件の弾力的な運用に向けた助言など機会を捉え、担い

手確保の重要性を周知していくこととしております。 

続きまして資料の１０ページ目をご覧ください。進捗状況について、直近の

一斉改選が令和７年１２月１日に行われたところであり、次回は３年後の令和

１０年度となります。計画策定時点での令和４年度末時点での充足率は９４．

５％から、今回の一斉改正時点では９１．４％となり、３．１％減少している

状況であります。今後については、随時の欠員補充により、充足率が高められ

るよう、北海道民生委員児童委員連盟とも連携をしながら、適任者確保に向け

た取組みを促していくとともに、市町村への支援などに努めていく考えです。 

また、令和７年の一斉改選前の、９月４日から５日にかけて、民生委員児童

委員の全国大会が４３年ぶりに北海道で開催され、全国から４，２００名を超

える民生委員児童委員の方々が来道されたところでもあります。 

続きまして、資料の１１ページ目をご覧ください。数値目標の５つ目、「心

のバリアフリーの認知度向上」について、バリアフリーに関する取組みは、段

差の解消などといったハード面に加えて、利用しやすい交通機関や施設、それ

らに関する情報提供などソフト面の取組みが進められてきましたが、誰もが安

心して暮らすことのできる環境づくりに向けて、物理的な障壁の解消だけでは

なく、障がいの特性などを地域住民が相互に理解し、心理的な障壁も解消して

いこうという「心のバリアフリー」の考え方を広めていくことが重要とされて

おります。 

この考え方の道民認知度について、令和５年度時点では、「よく知ってい

る」と答えた方と、「大体知っている」と答えた方は合わせて約 57％となっ

ております。 

進め方といたしましては、バリアフリーガイドブックの配布や、心のバリア

フリーに関する実際の取組事例などの発信などにより、目標値として設置をし

ております認知度８０％を目指していくこととしております。 

具体的な取組といたしましては、各振興局の庁舎で「福祉のまちづくり展」

と題したＰＲ展示会をリレー形式で開催したほか、包括連携協定を締結してお

りますコープさっぽろ様のご協力を得て、札幌ドームで開催されたイベントに
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おける、車椅子体験会の実施、また、エスコンフィールド北海道やアクセスさ

っぽろなど、大型で集客力のある施設での啓発活動を行うことで、広く道民の

皆様へ心のバリアフリーの考え方が認知されるよう周知に努めてまいりまし

た。 

続きまして資料の１２ページ目をご覧ください。進捗状況について、令和４

年度時点での認知度は、左側の円グラフのとおり、Ａの「よく知っている」、

Ｂの「大体知っている」を合わせ５７．３％となっております。目標である認

知度８０％に対する達成率は、７１．６％となります。 

この認知度につきましては、３年に 1 回行うアンケート調査で把握すること

としており、次回は令和８年度の実施になりますことから、現時点で比較可能

な数値はありませんが、今後とも各種イベントやＳＮＳなどによる情報発信を

継続して実施するとともに、より多様な年齢層に働きかけることのできる方法

を検討するなど、工夫を講じた普及啓発・理解促進の取組を実施してまいりた

いと考えております。 

２（３）  最後に資料の１３ページ目をご覧ください。各数値目標における達成率の一

覧表になります。左から、５つの項目名、目標値、計画策定時点での達成率、

現時点での達成率を並べた表となっております。 

全体的に見ますと、資料記載のとおり、①から③まではいずれも割合として

は増加しているものの、その増加幅が小さいものや、元々の達成率が低いた

め、今後大幅に実施率を高めていく必要がある項目などがあります。 

こうしたことから、道としては、年度ごとに進捗状況を把握しながら、課題

を分析し、その課題の解決に効果的な手法を検討することで、各項目の目標達

成に向けた取組を進めてまいりたいと考えております。 

資料に基づく説明は以上となります。委員の皆様方におかれましては、５つ

の数値目標について、その進捗状況に対するご意見や今後の取組に関するご助

言等をお願いしたいと思っております。 

また、数値目標以外について、計画に掲げた地域福祉に関する具体的な施

策、例えば生活困窮者の支援施策などについてのご意見でも結構でございま

す。何卒ご意見をお寄せいただきたく思いますので、よろしくお願いいたしま

す。以上でございます。 

 分科会長 ありがとうございました。ただいま本日の議事として用意されていた地域福

祉支援計画について、そして５つの目標についてのそれぞれの説明、それらの

一覧について、お示しいただきました。 

まずは、事務局より報告のあったことについて、確認や質問等ありました

ら、ご発言願います。 

岡田委員、お願いします。 

 岡田委員 資料の６ページにある進捗状況の「重層的支援体制整備事業」について、令

和６年度に１４自治体が事業を実施しており、令和７年度では２１自治体が取

組まれているとのことですが、令和８年度の予定について把握していますか。 

 事務局 令和８年度の実施予定市町村につきましては、２５市町が実施予定となって

おります。 

 岡田委員 本事業の実施に踏み出した自治体について、事業を始めるきっかけや要因で

共通するようなものがあれば教えていただきたい。 

 事務局 市町村に確認をしている中で出てきた話としては、社会福祉法において努力

義務規定されていることにより、従前より包括的な支援体制の整備に向けて検

討を進める中で、体制整備の達成手段の一つとして、重層的支援体制整備事業

が創設されたことで、交付金を活用して人の確保といった体制整備の目途や方

向性が定まった市町村が、順次始めているといった実態でございます。 

 岡田委員 それではあまり見えてこないです。地域的にどの地区が多いとか、人口規模

などの共通する特徴についてはどうでしょうか。 

 事務局 地域的な傾向については、振興局の中でもばらつきはあるのですが、令和８
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年度より新たに事業を実施する４市町も含め、十勝総合振興局管内に集中して

おり、その理由としましては、先駆的に取組む市町村があり、周りがそれを追

随したことにより地域を巻き込んだ取組となっているといった印象でございま

す。 

 分科会長 ありがとうございます。岡田委員、その他何かございますか。 

 岡田委員 はい。質問と確認になりますが、地域福祉計画の策定率の説明をいただいた

時に、未策定の理由として、人材やノウハウの不足とおっしゃられていました

が、人材不足が何％でノウハウ不足が何％といったような具体的な数値を把握

された表現ではなく、振興局でそういう声が多かったという理解でよろしいの

でしょうか。 

 事務局 本資料に記載しております、市町村における地域福祉計画の策定状況につき

ましては、先月、国が調査した結果の速報値となっております。理由について

は具体的な数値での表現ではございません。 

 岡田委員 ありがとうございます。私の方から希望を言えば、具体的にどういった理由

で計画策定に至らないかを捉えられれば、市町村への働きかけのやり方に反映

できるのかなと思いましたので、お尋ねしました。 

 分科会長 その他いかがでしょうか。無いようでしたら、数値目標の１から順にご意

見、質問をお尋ねしていきたいと思います。岡田委員お願いします。 

 岡田委員 資料の２ページの部分について、第２期目の道の計画は、まだ始まったばか

りですが、今回意見という形で言わせていただきます。 

準備期間として考えておくべきこととして、「2040 年問題」に向けて北海

道でも、今後さらに人口減少や高齢化が進んで行く中で、北海道における地域

福祉計画について、小規模自治体では、総合計画や都市計画との区別がつきに

くいといった理由から策定率が低いのではないかと私は思っております。 

また、今後、重層的支援体制整備事業や包括的な支援体制の整備を進めてい

く中で、単に福祉の課題だけではなく、買い物、通院、公共交通、除雪やゴミ

あるいは水道の問題といった生活の基盤を支える部分で課題が共通してきま

す。そういった様々な課題の解決に向けて、あまり区別せずに進めていくとい

うことを念頭に、道が様々な部署との調整をしていく中で、このような方法で

進めていくとより効果的であるといった、支援計画になるようなものをこれか

ら４年ほどかけて準備していく必要がある。 

その際、懸念しているのが行政は部署の異動があるため、後任者にしっかり

と計画の方向性を引き継いで行かなければ状況は変わらないということ。 

我々も含め北海道に住む限りは、いずれ地域での暮らしが大変になるといっ

たことも踏まえて、ダウンサイジングしていくような中での支援計画をどう進

めていくのかを考えていただきたい。 

 分科会長 岡田委員のおっしゃるとおり、これから 2040 年問題という大きな変化の中

で、福祉は様々な生活の問題の一側面という捉え方になっていかないと実効性

がないものとなってしまいます。 

そのため、計画策定については、枠組みを広げた中にも地域福祉計画の要素

が含まれるような位置づけの仕方もあるのではなど、色々なことを考えさせら

れました。事務局から今のご意見に対していかがでしょうか。 

 事務局 ご意見ありがとうございます。おっしゃるとおり、特に小規模な市町村にお

かれましては、それぞれ独立した計画を立てるのが難しいといった状況もござ

いまして、市町村の総合計画などの大きい計画の中の部門の一つが地域福祉計

画のような役割を果たしているといった建て付けになっている市町村もあると

承知をしております。 

 分科会長 その他、いかがでしょうか。 

では、私の方から、もしかすると適切な方法ではないかもしれませんが、例

えば、人口減少の厳しい市町村が近隣の市町村と共同で計画立案の体制を組

み、策定に向けて資源の状況を把握する調査などを協働で実施し、作成の手順
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にあたる部分を協力して進めていく、その中で浮かび上がった我がまちの課題

などについて、それぞれの地域福祉計画に落としていくといった方法、要する

に共同化というような手立ても可能ではないかと聞いたことがありますが、現

実性を踏まえて、いかがでしょうか。 

 事務局 ありがとうございます。現実的かどうかと言われると、我々は地域福祉計画

の進捗のセクションを所管しておりますので、この計画が整備されているかど

うかについて議論をする立場でしかないのですが、実際に市町村にとっては、

それぞれ福祉の基盤を整備することや、生活のインフラを整備すること、それ

ら全てが住民生活に直結する計画、ビジョンの一つとなりますことから、それ

らの切取りという部分を全く尊重せず、それが福祉のビジョンと相容れないと

いった考え方を取るのはなかなか難しいのではないかというような認識は持っ

ております。 

その中で、そういった部分をどこまで進めていくのか、また、高齢者・障が

い者など他の福祉計画とも連携をした中で、今後の見通しをどのように立てて

いくかということも総合的に考えていただいた上で、この福祉のビジョンとい

うのも考えていただければなと思っているところです。 

 分科会長 今のお話しを伺いながら、周辺の市町村にノウハウを手助けしてもらうとい

うようなことを振興局単位で行うのはいかがでしょうか。 

 事務局 それについては、各振興局の中においても、計画策定がなかなか進まない市

町村に対して、策定済み市町村の好事例などをお伝えしていきながら、策定及

び効果的な見直しを行っていただけるように働きかけを進めていくことが必要

と思っております。 

 分科会長 その他いかがでしょうか。岡田委員お願いします。 

 岡田委員 今の分科会長のご質問に対して、情報提供と合わせて、それに関する意見に

なります。 

一つは、ゴミや水道に関する事業については、空知管内など小規模市町村が

集まり、広域連合で対応しております。例えば医療に関してお話しすると、通

院などで公共交通機関を使用し、場合によっては自治体間を跨がって移動する

こともあります。 

そのため、小規模の市町村においては、そういった生活の基盤をどう支えて

いくかが課題となってきます。 

課題を解決できなければ、通院先や買い物をする場所もなく、移動手段もな

いとなりますと、大きい自治体に引っ越すよりほかなくなってしまう。そこ

で、先ほど話した「ダウンサイジング」という形で体制を見直していくことが

必要になるかと思います。 

そうした中で少しヒントとなる部分が別紙の１にあり、根室振興局につい

て、策定済みが４０％、策定予定が６０％となっており、なぜここまで増加し

たのかといった理由について、推測になりますが、この地域にキーパーソンと

なる職員がいたことではないか。個人名は伏せますが、国の専門官等務められ

ていた地域福祉のプロフェッショナルな方が振興局に以前在席しており、その

際に相当地域回られたと思います。 

そういった方がいたからこそ進んだのではないかと私は分析しています。ま

た、胆振管内の９０．９％については、苫小牧市や登別市といった先行する自

治体があるといった理由が大きいと思っております。 

橋本先生がおっしゃったように、地域のノウハウを持っている自治体が取組

を広げていく、先ほどの話ですと、十勝管内にそういった動きがあるとのこと

ですが、今話したようなことも手法の一つとして考え得るのではないかと思っ

ております。以上です。 

 事務局 ご意見ありがとうございます。お話しのあったように、今後さらに策定率の

向上に向けて推進してくためには、キーパーソンになる方に各地域で旗振りを

していただけることが、一番理想的である一方で、なかなか地域ではそういっ
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た人材が育っていないという現状もございます。 

そのため、地域で旗振り役を見つけることが難しい場合については、限定し

た地域に留まらず、広域的に支援していただけるようお願いしていくなどの方

法も行っていく必要があると思っているところです。 

また、先ほど広域化というお話につきまして、整備していただくことに関し

ては差し支えありませんが、地域福祉計画については、法律的には市町村ごと

に定めるとされておりますことから、計画の策定にあたり、市町村単位という

枠を超えることは、国の法律の関係上難しいと感じております。 

 分科会長 他にございますか。藤原委員お願いします。 

 藤原委員 これまでの話を伺って、医療分野の視点から１点お伺いします。 

福祉ではなく医療の関係から見ても、毎回同じ地域が様々なデータが低い傾

向にあります。振興局ごとですと、留萌管内は低く、十勝や胆振管内は高い傾

向があります。 

そのため、何か要因があるのではないかと感じております。単純に、市町村

の熱意なのか人材や過疎化といった原因があるのか、どの分野のデータを見て

も同じような傾向があると感じていますが、何か把握されているものでしょう

か。 

 分科会長 ありがとうございます。事務局からお願いいたします。 

 事務局 おっしゃるとおり、地域的なばらつきというのは、今回の調査結果でも顕在

化しているところでございまして、その背景には、人的資源や社会資源など

様々な問題があると思っております。市町村の熱量的なものによるものか、熱

意はあるものの、資源がなく取組めていないなど、様々な課題があるかと思い

ます。 

 分科会長  その他、ございますでしょうか。岡田委員お願いします。 

 岡田委員 今の藤原委員のお話しについて、少々思い当たるところがあり、留萌管内に

ついては、漁業とか多少主要産業はあると思いますが、閑村といった印象があ

ります。 

逆に十勝・胆振管内で共通するのは、主要産業が農業であること。胆振管内

は養豚で、全国的に見ても３番目の規模を誇る地域となっており、自治体の財

政力が高いのではないか。それだけでなく、首長や議員の力もあるかと思いま

すが、その影響が医療の整備という部分にも比例しているのではないかと個人

的に思いました。以上です。 

 分科会長 その他いかがでしょうか。感想でも良いのですが、何かございますか。岡田

委員お願いします。 

 岡田委員 ２点あります。資料の７ページ目になります。個人的にコミュニティソーシ

ャルワーカーの養成について非常に関心があり、資料では、養成研修を受けた

方が、道内で８６．０％の自治体に配置されているとなっているかと思いま

す。 

しかし、私が色々な自治体を回っている限りでは、実質的にコミュニティソ

ーシャルワーカーとしての機能を果たして配置されている人はここまでいない

のではないかと思っております。養成研修を受講し、コミュニティソーシャル

ワーカーとなられても、他業種と兼務されていることが多く、業務が増えただ

けで動ける人が増えたわけではないことから、数値と実態にズレが生じている

と思います。 

介護保険制度では生活支援コーディネーターの整備を全自治体で行っていま

すので、その生活支援コーディネーターが、介護保険対象の高齢者だけでな

く、全ての地域住民を対象とするような配置とするといいのではないかと思い

ます。 

実際に、大阪府の豊中市では、障がいや生活困窮など全部一体的に実施され

ています。そのような仕組みを作ることができれば、動ける人として確保でき

るのではないかということが１つ目の意見となります。 
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これに関連して２つめの意見になりますが、民生委員・児童委員の充足率に

関して、年齢構成が高くなってきているといったことや、今時の生活に馴染ん

でいる人にとっては、民生委員の方が担っている業務って大変だなというイメ

ージがあると思います。 

その中で、民生委員・児童委員を充足するためにも、コミュニティソーシャ

ルワーカーが必要となってくると思います。これまで民生委員・児童委員が担

ってきた困難事例や個別支援といったところをコミュニティソーシャルワーカ

ーが担っていく。役割分担しながら、民生委員・児童委員にあまり負担がかか

らないような体制整備がされてくると民生委員・児童委員の負担軽減や担い手

の確保にも繋がっていくといった関連した構造があるのではないかと思ってい

ますので、名目的なものではなく、実質的に動ける人を配置していくというこ

とが今後の課題と思いました。以上です。 

 分科会長 ありがとうございます。お話としては、コミュニティソーシャルワーカー、

それから地域のマンパワー、支え手という部分に焦点を当ててくださいました

ので、もう少し話を広げて、議論していきたく思います。マンパワー、地域の

担い手や支え手というところで、何かご発言をお願いできないでしょうか。澤

田委員、お願いいたします。 

 澤田委員 日本介護福祉士養成施設協会の澤田でございます。 

マンパワーというところでお話しさせていただきますと、当協会はまさにマ

ンパワーの養成に携わっており、特に介護福祉士においては、年々、日本人の

なり手がいないところとなっております。我々の養成施設や養成校の入学者

は、その半数以上が外国人に入れ替わりつつあり、卒業後に、これら卒業生で

ある外国人の介護職員が、いわゆるローカルエリアの方で就かれている現状で

す。 

こういったことは介護福祉士だけじゃなく、例えば技能実習生などにも共通

しており、２０２７年からは育成就労制度といった、外国人の育成と定着を目

的とした制度により、外国籍の方々をマンパワーとして、地域やコミュニティ

を支えるメンバーとして迎える方向にあります。 

これらの傾向から、今後は民生委員・児童委員が対象とする方々にも変化が

生まれるかと思われますことから、漠然とした言い方になりますが、例えば、

民生委員・児童委員に向けた研修に多文化共生的な要素を入れるといった対応

も必要になってくるのではないかと考えております。今後、地域を構成する人

たちが変わってくることを見据えて、何らかのこれまでとは違った手立てとい

うものも必要になってくるのではないかと思います。 

ちょうど本計画が折り返しに入ろうとしておりますけれども、次の第３期計

画に向かっての準備についても、始まっていく頃なのかと思いますが、例え

ば、令和９～１０年頃から、外国人も対象となってくるような計画としていく

必要があるかと思いますが、いかがでしょうか。 

第２期計画の途中であっても、多少微細なところ修正しながら多文化共生の

要素を入れていくこともあるのでしょうか。 

 事務局 ご質問ありがとうございます。計画の見直しについてですが、今後、医療計

画や介護保険事業支援計画をはじめとする北海道の計画が様変わりしていく中

で、改めて関連するそれぞれの計画の中身を拝見するとともに、社会情勢等も

踏まえ、次の計画に向けて必要な見直しを検討していく必要があると思ってお

ります。 

 分科会長 本計画に多文化共生というフレーズが入ったのは、澤田委員からご提起いた

だいたためと記憶しておりますが、今のご発言の中で、民生委員の皆様方も、

多文化共生を踏まえた役割といったところが、膨らんできているような印象も

ありますが、佐川委員から何かございますでしょうか。民生委員全般のことで

も結構です。 

 佐川委員 はい、佐川でございます。よろしくお願いします。答えになるか分かりませ
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んが、民生委員・児童委員については、充足率というのが毎回問題に挙げられ

ております。これは、北海道だけではなく、全国的な問題でして、その対応と

して厚労省では、年齢制限の撤廃による担い手の確保について示しているとこ

ろです。 

しかし、現状自治体によってこの取扱いに統一性はなく、６５歳まで７５歳

までといったように自治体ごとに基準が異なります。例として旭川市において

は、原則７５歳までですが、理由書の提出により３年間、７８歳までは活動が

できます。 

今回充足率が下がってきている原因の一つとして、いわゆる団塊の世代がこ

の年齢制限に引っかかり辞任していることが挙げられます。そのため、３年後

はさらに充足率は落ちるだろうと予想しております。 

充足率について、全国では２４万９７１名の民生委員がおり充足率は今９

１．７％となっております。３年前と比較すると２ポイント落ちており、２万

人の欠員が生じています。なぜ欠員の解消に至らないかというと、欠員をなく

すためには、新たに民生委員のなり手を探す必要がありますが、そのほとんど

を民生委員が行っているのが現状です。 

そのため全国会議の中で、行政がもっと力を入れて民生委員探してもらう必

要があるということ。昨今町内会にも入らない方も多く、民生委員のみで探し

ていくのはなかなか困難になっております。もともと生活困窮者を対象に活動

していた民生委員も、今では子どもから高齢者まで、市町村の各部署からどん

どん依頼されて仕事量が増えてきている。民生委員は特別地方公務員という立

場になりますが、なかなか活動内容が認知されていない。例えば、保護司と聞

くとほとんどの方は、どのような活動をされているか分かるのですが、民生委

員は認知度が低いのが現状です。 

年々人口は減っておりますが、民生委員は世帯で考えるため、以前は１世帯

に複数人が住んでいたところ、核家族化が進み単身世帯も増えておりますの

で、民生委員は変わらず必要になっているのが現状です。 

また、民生委員には当て職がたくさん来ており、そのため一期二期で辞めて

しまう方が、圧倒的に多いこと。それからもう一つ、町村部で多いのが、農村

や漁村関係では、若い世代だけでなく、一般的な会社でいう定年後も働いてい

ることから、高齢者しか担い手がいない。 

そのため、理由書をつけて７０代８０代と続けていく人が多い。また、近年

は定年が延長されたことや共働き世帯の増加により、今後さらに担い手の確保

が難しくなっていく。そのため、町内会や行政が一緒になって新たななり手を

探していただくような形を取っていかないと３年後はさらに厳しい状況となっ

ていきますので、よろしくお願いいたします。 

 分科会長 ありがとうございました。事務局からお願いいたします。 

 事務局 佐川委員のお話を伺って、道といたしましても、資料内に記載をしておりま

す啓発に関する部分について、地域における担い手をきちんと確保できるよう

啓発や、市町村への説明等を行っていきたいと思っております。 

 分科会長 あの、つかぬ事をお聞きしますが、お話にあったような民生委員の方々をど

う確保していくか、引き継いでいくかといったことを管掌する部署はどこにな

るのでしょうか。 

 事務局 民生委員の担当は、当課の地域福祉推進課係となります。今年度は一斉改選

の年でありましたことから、令和７年１２月１日に民生委員・児童委員を全員

委嘱し直すことを、各市町村のご協力のもと終えたところであります。 

民生委員の委嘱や推薦の流れについては、別紙５に記載しております。簡単

にご説明しますと、民生委員・児童委員は、各市町村の民生委員推薦会から推

薦を受けた候補者について、北海道社会福祉審議会民生委員審査専門分科会の

意見を聴いて、北海道知事から厚生労働大臣へ推薦し、その後委嘱されるとい

う流れになっております。資料の図の右上にあるように、法律に基づく市町村
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の民生委員推薦会では、民生委員候補者の推薦の承諾をいただいた後、審査を

行い北海道へ推薦する流れとなります。 

北海道の審議会については、各市町村より上がってきた推薦書の内容を道の

要件に適合しているかといった審査及び意見聴取し、国へ推薦しております。 

北海道においては、基本的に年齢制限を撤廃しており、それ以外としては、

社会福祉活動への関心や週１４時間程度の活動が可能かといった一定程度の目

安をつけて審査しております。 

また、各市町村に対しては、年齢制限はあくまでも目安となるため、地域の

実情に応じた弾力的な運用のもと民生委員を確保していただけるよう、通知や

説明会等においてお願いをしているところでございます。 

１２月１日現在での充足率について、今回資料に載せておりますが、欠員補

充は随時受け付けておりまして、一斉改選後も毎月、各市町村から推薦があ

り、欠員補充の委員を国へ推薦している状況にあります。北海道民生委員児童

委員連盟とも協力をしながら普及啓発等を進め、欠員補充に努めていきたいと

考えております。 

 分科会長 その他、ございますでしょうか。佐川委員お願いします。 

 佐川委員 普及啓発について、今年度も広報紙の「ひろば」などで実施しております

が、民生委員と同じく保護司も人材不足で悩んでいるとお聞きしますが、保護

司というのは立場が国家公務員という位置づけであり、国から普及啓発に係る

広報素材など提供されております。 

一方で民生委員は全て自分たちの活動費で行っていく必要があります。再度

旭川市の話になり恐縮ですが、市議会議員から民生委員ってどのような活動を

やっているんですかと言われてしまうほどの認知度です。恥ずかしい話です。 

あまり認知されすぎるのも良いことばかりではないかも知れませんが、本当

か民生委員がいなくても、地域で支え合っていける世の中になればと思いま

す。 

 分科会長 日頃のご苦労の一端をそれぞれのお立場から切実に伺いながら、今後の普及

啓発や担い手の確保なども考えて行かなければいけないと改めて強く感じてお

ります。石本委員お願いします。 

 石本委員 私どもの法人の説明からすると、労働者協同組合という新しい法人格で、ワ

ーカーズコープセンター事業団といいます。北海道内で、行政からの委託や指

定管理のほかに、自前で福祉関係の事業を実施していたり、直接的な事業には

ならずとも、子ども食堂や地域食堂、フードバンクだったりといった活動を行

っております。 

また、重層的支援整備体制事業につきましても、厚真町と新ひだか町におい

て、担わせていただいております。それから最近では子どもの第３の居場所、

いわゆる不登校児の日中の居場所支援や子どものためのいじめＬＩＮＥ相談、

女性のためのＬＩＮＥ相談といったような支援の仕事もたくさんやらせていた

だいているところです。 

先ほどのお話の中で人材不足というワード出てきていましたが、私どもはこ

の新しい労働者協同組合という法律ができたときに、地域の中で今までボラン

ティア的にやっていたことも事業化することで持続する仕事を作っていけたら

良いのでないかと、色々な人たちが働ける場を持続可能な地域づくりのために

といった目的のもと立ち上げたものとなります。この法律は、３人集まって協

同組合などで出資して、事業運営していくといった新しいもので、今年で 3 年

目になりますが、全国で１８０以上の新しい労働者協同組合ができており、北

海道でも２０近い労協法人が立ち上がっております。 

また、私どものところには、地域の中で、こういった取組をしてみたいが、

どこに相談すれば良いか分からないといった内容のお話しも寄せられており、

そういった相談業務も時に受け付けています。 

その中で、人材不足という一面もあるとは思いますが、それでもなお、地域
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のために何かやりたいと考えている人たちも確実にいるのだという手応えは得

ております。そういう人たちに対して直接仕事にならなくても、何か仕組みを

作って自分たちでやっていこうというところのアドバイスを行っております

が、残念ながら北海道では、この方達を行政として応援していただいている部

署がなく、その結果当法人に相談が来ている状況です。 

厚労省では、モデル事業として、全国５つの都府県でこういった支援を推進

する事業を実施していたり、広島市は自治体単位で推進する取組を１０年ほど

やられていて、地域の人たちが自分たちで何らかの仕組み作って仕事する居場

所づくりや、サロン活動などを少しでも持続できるような仕組みにしたり、高

齢者の人たちでお店をやっているとか、楽しい活動の事例がたくさんあり、広

島市では、活動に係る費用を助成して応援されています。開始当初は高齢者の

事業に限定したものでしたが、今では制限なく助成をしてくれています。 

ぜひ北海道でもそのような仕組みができれば、すごくいいなっていうふうに

思っております。道内で相談を受けている中で、南富良野町では、若いお母さ

ん達が子育てをしていても町内には、紙おむつや子どもの育児用品買う場所が

なく、富良野市など近隣の自治体まで、買いに行く必要がありすごく苦労して

いる。 

そのため、自分だけでなく皆が苦労していることを自分たちで仕組み作って

支え合えたらいいのではないかとの話が出たり、行政の仕事について、たくさ

んニーズはあるものの実際にやる人がいないのでできない。しかし、住民の中

には、やりたいと思っている人、担える人がいると思います。そこで、行政の

方たちと一体的に何か考えていける動きがあれば、地域の人たちの力を発揮で

きる機会があればと感じております。その他にも、北海道では、平成の大合併

で多くの市町村が再編成されましたが、再編されたことによって、置き去りに

されている地域があるように感じています。 

例えば、札幌の隣の石狩市、縦に長い地形になっておりまして、石狩市は比

較的札幌に近いので、そこまで生活の苦労を感じている割合は多くないのでは

ないかと思いがちですが、上の方にある厚田地区や浜益地区について、浜益地

区に至っては人口も１，０００人切っておりますが、世帯数だけは増えてい

る。お店もなくなっていき、この地域どうしていこうか、自分たちが何とかし

たいと思っている住民の人たちのお話しも聞きます。 

そのため、この法律を使って何か自分たちの地域づくりできないか検討され

ているのですが、潤沢に資金があるわけでもない、こういった際に、行政と一

緒に地域を作って行けたら良いのではないかと考えております。 

ただ、行政とそういった取組を進めるには法律の壁があると感じており、例

えば、とある地域では、商店が一切なくなってしまったので、唯一あるコミュ

ニティセンターの中で、商店やりたい、毎日ではなくても、住民の人たちが買

い物できる場所があったらいいじゃないかと行政に話しても、コミュニティセ

ンターの中ではそういった活動はできないで終わってしまう。住民がやりたい

と思っても、制度の狭間でうまく進んで行かないということをとても感じてい

ます。 

私どもの日頃の活動の中で、地域の困りごとはたくさんありますが、まだ地

域と行政とで一緒に出来ることはたくさんあるのではないか、そういったニー

ズと行政の取組がうまく合致し、地域づくりが進んでいけると良いのではない

かと思いながら、委員の皆様のお話を伺っておりました。 

 分科会長 ありがとうございます。本日は目標値ベースで話を進めていこうと思ってい

たのですが、よくよく考えてみれば、お話しいただいたように、しっかりと地

域で場を作る・支えていくといった、支え合う機能のようなものがベースにな

いと人だけではなかなか上手く進まないといった問題や難しさを改めて感じま

した。 

続いて、村山委員、ここまでの話からあるいは、ご自身の活動から何かコメ
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ント等ございましたらお願いいたします。 

 村山委員 民生委員の話、私も地域包括支援センターにおりましたので、すごく身につ

ままされて聞いておりました。 

昨今、福祉や介護に関する定年退職者が、どんどん出てきております。彼ら

は、今まで仕事をしていたので地域との関係性は薄いけれど福祉に関する知識

は豊富であり、それからもしかしたら離職後に自身のセカンドキャリアとして

民生委員だったらやってもいいかなと思う人っていないわけではないと思いま

す。 

ただ、民生委員になるまでのアクセスの問題があるのではないかと感じてお

り、自分でやりたいですって言ってなれるような仕組みではないことは存じて

おりますが、何らかの形でそういった人材を市町村の推薦会とマッチングする

ような仕組みがあれば、担い手の確保に繋がるのではなかと思います。 

もちろん、人材のスクーニングは必要かもしれませんが、福祉に関する仕事

をしていた方であれば、民生委員が何する人か知っているため、マッチング率

は高いと思っており、そこへのアクセスがうまくいってないような気がしま

す。 

それと、計画の話になりますが、努力義務となっているので作りましょうと

いう話も分かるのですが、例えば、それぞれの市町村の中での課題を集積しそ

の解決を目指すプロセスに際して、地域福祉計画が結びつくといったようなボ

トムアップの方法も選択肢としてあるように思います。以前に「地域共創のす

すめ」という、研修会を聞いたのですが、その中ではファシリテーターという

人たちがおり、地域の中での課題を集約して、見える化をして課題に向けて何

が必要かという進行役を担う人たちですが、その自治体版というのもあり、フ

ァシリテーターの方が対象とする自治体に複数回訪問し、会議等へ出席をし

て、その自治体において課題に向けてどのように歩んでいくかという方向性を

見出すようなやり方、これを地域福祉計画に関しても活用して行く方が良いと

思っております。 

ただ、計画の策定に行き着くまでの必要性を感じずにマンパワー不足とかノ

ウハウが不足という話になってしまっているのではと感じております。各自治

体の課題、ニーズを引き出すのにファシリテーターを派遣するような事業があ

ってもいいのではないでしょうか。 

それから、先ほどお話しにあった多様性の問題で、専門書を読んでいたとこ

ろ、ＬＧＢＴＱに関する事項について、地域福祉計画に入れるかどうかは市町

村の裁量に委ねられているとされており、北海道も入っていないと認識してお

りますが、将来的に、今後改正の際にはＬＧＢＴＱの問題についても触れてい

く必要があると思います。以上です。 

 分科会長 ありがとうございます。委員のお立場から深いご提案を含めてお話しいただ

きました。事務局からお願いします。 

 事務局 ありがとうございます。ファシリテーターを派遣していくことで、課題の集

約やそれを解決するためのニーズを繋げていくといった事業があればとのご提

案いただきましたので、参考とさせていただきたいと思っております。 

 分科会長 ありがとうございます。議事の一覧を確認していたところ、心のバリアフリ

ーの認知度の部分が抜けていたことに気がつきました。心のバリアフリーにつ

いては、次の調査を待たねばならないという状況ではありますが、これらに関

して何か住民の意識や認識といったことについて、ご意見あれば伺いたいので

すが、どうでしょうか。岡田委員お願いします。 

 岡田委員 資料に載っているパンフレットの発行元が保健福祉部福祉局地域福祉課にな

っていますが、例えば教育委員会などから、小中高といった次世代に働きかけ

て行く必要があるのではないか、高年齢の方にこの内容を理解してとなると、

なかなか難しいと思います。ですから少々時間はかかると思いますが、教育と

いった部分に力を注いでいくことで、長い目で見た場合、認知度向上に繋がる



- 15 - 

 

次 第 発言者 発    言    要    旨 

のではと思います。 

これは心のバリアフリーに関するのみならず、ＬＧＢＴＱや外国人人材の話

も全て多様性の中に入ると思いますが、次世代への教育に相当力を割かない

と、どうしても悪い意味での偏見が淘汰していく、社会的排除していくといっ

たことにつながりかねないかなと思っております。 

 分科会長 ありがとうございます。地域福祉計画というのは、今お話しいただいたよう

なこと全てを包含する位置づけということで理解すべきかとのことでしたが、

事務局からいかがでしょうか。 

 事務局 教育というお話しをいただきましたが、子どもの段階から、意識啓発をして

いくということは大変重要であると認識しております。道では教育につきまし

ては、教育庁において教育大綱に基づき教育方針を定められておりますので、

連携を取りながら進めていきたいと思います。 

また、当課における取組といたしまして、資料１１ページ赤枠で囲っており

ます、車椅子の体験ですが、こちらの体験会については、小学生を対象といた

しまして、札幌ドームの方で実施させていただいておりますので、ご報告させ

ていただきます。 

 分科会長 開始から約８０分経過しております。これまで多くの意見や質問をいただい

てまいりましたが、ここからは少し視野を広げて、各委員ご自身の専門の観点

からの地域福祉計画、あるいは地域福祉全体に向けて何か情報共有があれば、

ご発言をお願いします。 

岡田委員お願いします。 

 岡田委員 何度もすみません。視野を広げてとのことでしたので、私の研究について、

今ではもう福祉という範疇に収まらなくなってしまっています。札幌市などの

人口規模の大きな市はまだいいと思いますが、少し都会から離れると、転々と

民家があるような広域分散型で、その中で高齢化や人口減少といった課題を抱

えています。 

本学、大学になりますが、札幌近郊のみならず、道内の色々な市町村の出身

者がおりますが、その中で聞かれるのが、卒業後に地元に帰りたくても、地場

産業育っておらず、働く場所が公務員かＪＡしかない。 

そういったことを踏まえ、私が今手がけているのが、それぞれの地域の強み

を生かして、それを６次産業化していくことで地場産業を広げていく。そのよ

うなことをしていかないと若い人が希望を持って地元に戻れないと考えて、現

在コーヒーの栽培も手がけようとしており、来週は新得町に、来月は弟子屈町

に視察に行く予定です。 

そのため、こういったことも絡めて一緒に考えていかないと、単に地域福祉

として、地域の方、今いる人材で何とか地域を支えようとしても、もう後が続

かない状況。北海道は、過疎地域が多く豪雪地域であるということを考える

と、そこまで視野を押し上げる必要があると思い研究しております。 

 分科会長 ご発言いかがでしょう。テーマは自由でかまいません。 

では、私の方から、この頃切実に思っていることが、成年後見まではいかな

いけど、その前段の日常生活自立支援事業について、地域でどのように活用さ

れて行くのか、今後、重要性が増していくと思っておりますので、そういった

観点、事業の活用度からその地域の地域福祉の状況を見ていくことができるの

ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

 事務局 ありがとうございました。日常生活自立支援事業、権利擁護ともに当課で所

管しており、国でも見直しが進められているところでございます。 

現在、身寄りのない高齢者等に対する日常生活自立支援事業の拡充につい

て、様々な実施主体の参画を可能とする方向で、第２種社会福祉事業としてや

っていくための社会福祉法の改正の検討が進められており、また、成年後見制

度についても、民法の見直しを含めた議論も進められているところでございま

すことから、道としても国の情報を注視してまいります。 
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 分科会長 その他、いかがでしょうか。岡田委員お願いします。 

 岡田委員 事務局から日常生活自立支援事業の拡充について話がありました。これにつ

いては、ご存知の方もいらっしゃると思いますが、身寄りがいない人に限ら

ず、子どもが遠方にいるため、家の後始末や墓じまいができないといった人た

ちの支援をしてくれるということで期待されているものですが、これらを地元

の社会福祉法人や社会福祉協議会が単にボランティアでやるのではなく、適正

な費用をいただいて、財産の整理をするなどの事務を事業化していく、収益化

していくことによって、一般就労は難しい障がいをお持ちの方などへの働く場

の提供にも繋がると考えております。そういった側面も踏まえ、個人的にこの

事業には非常に期待しております。 

 分科会長 障がい者の高齢化という観点からも、日常生活自立支援事業の拡充には期待

したいところです。やはり地域の様々な問題が階層化、重積しているというの

はまさしく地域福祉のテーマそのものだというふうに思っております。 

その他いかがでしょうか。佐川委員お願いします。 

 佐川委員 色々なお話しがありましたが、今仕掛けているもののなかなか乗って来ずに

いること、福祉は数多くの団体が動いておりますが、それを１つにして、予算

を確保して分担しながら進めていくってことやっていけば、少ない予算でも

色々なことができるんじゃないかと思っております。先ほどからどの分野にお

いても人材不足やノウハウ不足と言われていますが、そういった現状も変わっ

てくると思います。自分のいる間は少しでも良い方向に持って行けるよう、協

力体制を取っていきたいと思いながらやっています。 

 分科会長 他にございますか。石本委員お願いします。 

 石本委員 道の示す数値目標の部分と自分のやっていることがうまく結びつくような、

つかないような感じでお話を伺っていたのですが、先ほど重層的支援体制整備

事業に取組まれる自治体が令和８年度では新たに４か所増えて計２５か所と伺

いましたが、これは道としては多い数字と見ているのでしょうか。 

 事務局 こちらもどんどん実施する自治体が増えると良いのですが、国の補助率等の

見直しもあり、なかなかすぐに実施する自治体が増えていくかについては難し

いと思っております。今後とも必要性をお話させていただくため、市町村への

後方支援を進めていきたく思います。 

 石本委員 私たちも現在２つの自治体でやらせていただいていて、その実践を持って他

の自治体を訪問ときにこういうことをやっていますとお伝えしていますが、地

域によって事業への温度差がすごくあるなと感じていて、今後、福祉計画の説

明会なども行っていくと伺いましたので、ぜひ道からのバックアップもしてい

ただけると、もっと広がっていくんじゃないかと、増えたらいいなと思いまし

た。私どももすごくやりがいのある仕事だなと思って、取組ませていただいて

おります。 

 分科会長 いい時間になってまいりましたので、もし他にご発言等なければ、分科会は

終了といたします。来年度は、今日委員の皆様から伺った様々な意見等を参考

にしていただいて、先ほどの日常生活自立支援事業の拡充に係る進行状況な

ど、少し広げて行けたらと思っております。 

それでは、これにて分科会終了とさせていただきます。事務局にお返ししま

す。どうもありがとうございました。 

 事務局 橋本先生、どうもありがとうございました。 

皆様からいただいたご意見につきましては、今後の計画の推進のための参考

とさせていただきたいと思います。これを持ちまして、分科会を閉会とさせて

いただきます。本日はどうもありがとうございました。 

（了） 


